
   

             

平成29年３月24日（金）10：00～11：30 

於：万国橋会議センター４階401・402号室 

 

                                                           

「平成28年度第２回かながわ次世代自動車普及推進協議会」 

議事次第 

 

 

１ 協議会の組織見直しについて [協議事項]（資料１） 

   

 ２ 「神奈川の水素社会実現ロードマップ」について [協議事項] （資料２） 

 

 ３ 次世代自動車の普及啓発活動について [報告事項] （資料３） 

 

 ４ 「神奈川県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン」の見直しについて 

[報告事項] （資料４） 

５ 国・自治体の来年度予算について [報告事項] 

 

 ６ その他 

 

 



団体名等 部署・役職 氏名

スズキ㈱ 横浜研究所 所長 安 藤 真 彦

トヨタ自動車㈱ ご 欠 席

日産自動車㈱ 渉外部　担当部長 永 澤 実

富士重工業㈱ ご 欠 席

本田技研工業㈱ 日本本部　営業企画部商品ブランド室 福 田 絵 未

マツダ㈱ ご 欠 席

三菱自動車工業㈱ 総務渉外部　エキスパート 大 石 博 基

エリーパワー㈱ 企画部 次長 鍋 島 康 雄

オートモーティブエネジーサプライ㈱ 事業推進本部　担当マネージャー 佐 々 木 亨

岩谷産業㈱ ご 欠 席

コスモ石油㈱ ご 欠 席

ＪＸエネルギー㈱ 新エネルギーカンパニー  水素事業推進部　総括グループ 玉 川 晶 子

大陽日酸㈱ 開発・エンジニアリング本部 水素ステーションプロジェクト 渡 辺 昇

東京ガス㈱ エネルギー企画部　エネルギー公共グループ　課長 中 村 健 一

東京電力㈱ ご 欠 席

日本エア・リキード㈱ アドバンスト・ビジネス＆テクノロジー事業部　事業推進部 谷 水 賢 史

㈱鈴木商館 営業開発部担当部長 加 藤 伸 一

㈱タツノ 取締役　研究開発部長 兼 設計部長 羽 山 文 貴

千代田化工建設㈱ ご 欠 席

日立オートモティブシステムズ
メジャメント㈱

経営企画部 吉 田 烈 臣

那須電機鉄工㈱ 技術開発部 主査 阿 部 真 丈

㈱日本製鋼所 ご 欠 席

三菱化工機㈱ 水素ステーション部ハイジェイアグループ グループリーダー 谷 口 浩 之

経済産業省自動車課 ご 欠 席

経済産業省資源エネルギー庁  新エネルギーシステム課 水素・燃料電池戦略室　課長補佐 川 村 伸 弥

温暖化対策統括本部調整課　企画担当課長 澤 木 勉

環境創造局　環境エネルギー課長 越 智 洋 之

川崎市 環境局地球環境推進室　担当課長 宮 川 潔

相模原市 環境経済局環境共生部　参事　兼　環境政策課長 原 田 道 宏

神奈川県 エネルギー担当局長 松 浦 治 美

行政

横浜市

平成28年度第２回かながわ次世代自動車普及推進協議会　出欠名簿（敬称略）

水素・電気
供給事業者

水素関連
事業者

自動車
メーカー

電池
メーカー

その他 内  田　裕  久
㈱ケイエスピー 代表取締役社長／東海大学　工学部教授
国際水素エネルギー協会（IAHE）フェロー・副会長



東海大学　内田教授 〇 〇 スズキ

三菱化工機 〇 〇 日産自動車

那須電機鉄工 〇 〇 本田技研工業 〇

日立オートモティブ 〇 〇 三菱自動車工業

システムズメジャメント 〇
タツノ 〇 〇 エリーパワー

〇
鈴木商館 〇 〇

スクリーン
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ＪＸエネルギー 〇 〇 相模原市

○

　

　

○

○

　

　

○ 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

傍聴席 傍聴席

〇〇

随
行

事務局 事務局

○　○　○○　○　○

○　○　○ ○　○　○
傍聴席

経済産業省
資源エネルギー庁

神奈川県

廊
下
側

傍聴席

随
行

海
側

○
　
　
○

○
　
　
○

随
行

随
行

事務局 事務局

オートモー
ティブエナ
ジーサプライ

柱 柱



かながわ次世代自動車
普及推進協議会

燃料電池自動車
（ＦＣＶ）部会

電気自動車
（ＥＶ）部会

普及促進ＷＧ

産業振興ＷＧ

かながわ
次世代エネルギーシステム
普及推進協議会

水素・燃料電池自動車
（ＦＣＶ）部会

電気自動車
（ＥＶ）部会

普及促進ＷＧ

産業振興ＷＧ

１ 提案の趣旨 

  本協議会を、多様な水素技術を利用拡大に向けて、より広いテーマに関する検討を行う  

産学公の協議の場としていくため、組織見直し（会議名称の変更等）を提案する。 

 

２ 名称見直しの必要性 

・ 水素の利用に関する最近の動向を踏まえ、燃料電池自動車（ＦＣＶ）や、家庭用燃料電池

（エネファーム）以外の、より広い分野における水素の利用拡大の可能性についても検討に

加えるため 

・ あわせて、電気自動車（ＥＶ）について、Ｖ２Ｈや、Ｖ２Ｂなどのエネルギーシステムに

おける活用の可能性に着目した普及推進策の検討を進めていくため 
 ３ 現行の協議会の沿革 

・ 本協議会は、平成 25年８月、翌年に市場投入が予定されていた燃料電池自動車（ＦＣＶ）

と、従前から、全国に先駆け普及を推進してきた電気自動車（ＥＶ）を、ともに走行時のＣ

Ｏ２排出量がゼロで、エネルギー効率の高い「次世代自動車」として位置づけ、その普及に

ついて産業界と行政が連携して推進することを目的として設置した。 

・ その後、平成 26年６月に、国が「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を策定したことを受

け、本県でも、国と連携した取組を進めるために、本協議会において、地域版のロードマッ

プとして「神奈川県の水素社会実現ロードマップ」を平成27年３月に策定した。 

・ なお、その策定に向けた協議の過程において、同ロードマップでは、ＦＣＶだけに限らず、

定置用燃料電池の普及に関する目標や取組等についても言及していることから協議事項の

広がりへの対応として「水素・燃料電池、蓄電池の普及拡大に関すること」を、平成 26年

12月に追記している。 

  ※現行体制の、協議会概要、会員構成、協議事項は「別紙」のとおり 
 

４ 見直しの方向性 

① 会議名称等の変更 
(ア) 「かながわ次世代自動車普及推進協議会」を「かながわ次世代エネルギーシステム普及推進
協議会」に変更する。 

(イ) あわせて、「燃料電池自動車（ＦＣＶ）部会」を「水素・燃料電池自動車（ＦＣＶ）部会」
に変更する。 

② 会員区分の見直し 
「その他」区分を廃止し、新たに「学識経験者」区分を新設する。 
※学識経験者は次の２名とする。 
内田 裕久 氏 （東海大学工学部教授／国際水素エネルギー協会 フェロー・副会長） 
原田  亮 氏 （日本エネルギー学会（水素部会 部会長） 

５ 見直しの内容（現行と、見直し後の比較） 

  【現行】 
名称：「かながわ次世代自動車普及推進協議会」 

組織：本協議会の下に、燃料電池自動車（ＦＣＶ）部会、電気自動車部会（ＥＶ）の２つの

部会を設置し、さらにＦＣＶ部会の下には、普及促進／産業振興の２つのワーキング

グループを設置。 
会員区分：設置（平成 25年８月）以降、会員追加を行いながら現在30団体 
   会員の区分は、「自動車メーカー」、「電池メーカー」、「水素・電気供給事業者」、「水

素関連事業者」、「その他」、及び「行政（国、政令市、県（事務局））」 
 
 
 
 
 
   
 
【見直し後】（事務局案） 
   新名称：「かながわ次世代エネルギーシステム普及推進協議会」 

組 織：部会名称「水素・燃料電池自動車（ＦＣＶ）部会」に変更 
  会員区分：現行構成メンバーから、今後、テーマの広がりに対応して拡充検討 

「自動車メーカー」、「電池メーカー」、「水素・電気供給事業者」、「水素関連事業  

者」、「行政（国、政令市、県（事務局））」及び「学識経験者」（新たに位置づけ） 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

６ スケジュール 

 平成29年４月～ 見直し後の協議会設置要綱（案）等の整備 

 平成29年５月  関係者間調整 

 平成29年７月頃 第１回協議会において皆様にお諮りし、要綱改正 

【議題１】  「かながわ次世代自動車普及推進協議会」の組織見直し（会議名称の変更）について（事務局提案事項） 資料１ 



かながわ次世代自動車
（ＦＣＶ・ＥＶ）
普及推進協議会

燃料電池自動車
（ＦＣＶ）部会

電気自動車
（ＥＶ）部会

普及促進ＷＧ

産業振興ＷＧ

名称：「かながわ次世代自動車普及推進協議会」（平成25年８月設置） 

 

【組織体制及び協議事項】 
本協議会の下に、燃料電池自動車（ＦＣＶ）部会、電気自動車部会（ＥＶ）

の２つの部会を設置し、さらにＦＣＶ部会の下には、普及促進／産業振興の２

つのワーキンググループを設置。（協議事項は別紙参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
【参加団体】会員追加を行いながら現在31団体 
   
 ○自動車メーカー（７団体） 

   スズキ㈱、トヨタ自動車㈱、日産自動車㈱、富士重工業㈱、本田技研工業㈱、 
マツダ㈱、三菱自動車工業㈱ 

   ○電池メーカー（２団体） 

    エリーパワー㈱、オートモーティブエナジーサプライ㈱ 

   ○水素・電気供給事業者（８団体） 

岩谷産業㈱、コスモ石油㈱、ＪＸエネルギー㈱、大陽日酸㈱ 
東京ガス㈱、東京電力㈱、日本エア・リキード㈱ 

   ○水素関連事業者（７団体） 

㈱鈴木商館、㈱タツノ、千代田化工建設㈱、 
日立オートモーティブシステムズメジャメント㈱、那須電機鉄工㈱ 
㈱日本製鋼所、三菱化工機㈱ 

   ○その他（１団体） 

㈱ケイエスピー 

   ○行政（６団体） 

    経済産業省（自動車課）／資源エネルギー庁（水素・燃料電池戦略室） 
横浜市、川崎市、相模原市、神奈川県（座長） 
 

  

別紙：現行体制 



別表 

区分 会員 
ＦＣＶ 

部会 

ＥＶ 

部会 
備考 

自動車 

メーカー 

スズキ株式会社 ○   

トヨタ自動車株式会社 〇 〇  

日産自動車株式会社 〇 〇  

富士重工業株式会社 〇 〇  

本田技研工業株式会社 〇 〇  

マツダ株式会社  〇  

三菱自動車工業株式会社  〇  

電池メーカー 
エリーパワー株式会社  〇  

オートモーティブエナジーサプライ株式会社  〇  

水素・電気 

供給事業者 

岩谷産業株式会社 〇   

コスモ石油株式会社 〇   

ＪＸエネルギー株式会社 〇   

大陽日酸株式会社 〇   

東京ガス株式会社 〇   

東京電力株式会社  〇  

日本エア・リキード株式会社 〇   

水素関連 

事業者 

株式会社鈴木商館 〇   

株式会社タツノ 〇 〇  

千代田化工建設株式会社 〇   

日立オートモティブシステムズメジャメント株式会社 〇 〇  

那須電機鉄工株式会社 〇   

株式会社日本製鋼所 〇   

三菱化工機株式会社 〇   

その他 株式会社ケイエスピー 〇 〇  

行政 

経済産業省製造産業局自動車課 〇 〇  

経済産業省資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部水素・燃料電池戦略室 
〇   

横浜市    

川崎市 〇 〇  

相模原市 〇 〇  

神奈川県 〇 〇 

部会長 

（エネルギー 

課長） 

（区分毎に五十音順） 



 

 

 

「かながわ次世代自動車普及推進協議会の設置及び運営に関する要綱」 

（平成28年７月28日最終改正） 

（協議事項） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議す

る。 

(1) 次世代自動車の普及推進方策の検討 

(2) 次世代自動車の普及啓発 

(3) 水素・燃料電池、蓄電池の普及拡大に関する事項 

(4) その他次世代自動車の普及推進に必要な事項 

 

 

 

 

「かながわ次世代自動車普及推進協議会における燃料電池自動車（ＦＣＶ）部

会及び電気自動車（ＥＶ）部会の設置及び運営に関する要綱」 

（平成28年７月28日最終改正） 

 

（協議事項） 

第２条 燃料電池自動車（ＦＣＶ）部会は次に掲げる事項について協議する。 

(1) 燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及推進方策の検討 

(2) 燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及啓発 

(3) 水素・燃料電池の普及拡大に関する事項 

(4) その他燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及推進に必要な事項 

    

２ 電気自動車（ＥＶ）部会は次に掲げる事項について協議する。 

(1) 電気自動車（ＥＶ）の普及推進方策の検討 

(2) 電気自動車（ＥＶ）の普及啓発 

(3) 蓄電池の普及拡大に関する事項 

(4) その他電気自動車（ＥＶ）の普及推進に必要な事項 

 

 

協議会 

部会 

「協議会及び部会の協議事項」(現行の設置要綱より抜粋) 



県内の水素ステーション整備状況（201７年３月現在12箇所）

相模原中央

水素ステーション

（移動式）

横浜大さん橋

水素ステーション

（移動式）

横浜旭

水素ステーション

（固定式）

Dr.Driveセルフ

上飯田店

（固定式）

Dr.Driveセルフ

海老名中央店

（固定式）

横浜南

水素ステーション

（固定式）

川崎マリエン

水素ステーション

（移動式）

藤沢下土棚

水素ステーション

（移動式）

横浜ＩＫＥＡ港北水素

ステーション

（移動式）

相模原南

水素ステーション

（移動式）

伊勢原岡崎

水素ステーション

（移動式）

※ガソリンスタンド併設

※ガソリンスタンド併設

横浜綱島

水素ステーション

（固定式）

≪2017年３月15日開所≫

Ｈ27年度
（2015年度）

Ｈ28年度
（2016年度）

H32年度
（2020年度）

Ｈ37年度
（2025年度）

燃料電池自動車
（県内累計
普及台数）

45台 約120台 5,000台
２万台
～10万台

水素ステーション
（県内累計
整備数）

11箇所 12箇所
25箇所
（移動式含）

25箇所～50箇所
（すべて固定式）

《目標》《現状》

Ｈ27年度
（2015年度）

Ｈ28年度
（2016年度）

H32年度
（2020年度）

Ｈ37年度
（2025年度）

家庭用燃料電池
（県内累計
普及台数）

20,367台 集計中 10万3千台 43万７千台

《目標》《現状》

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

817 1,600
3,607

6,324
10,380

15,000

20,367

（台）

家庭用燃料電池（エネファーム）

県内累計導入台数（神奈川県エネルギー課調べ）

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

50 150 
410 

740 

1,350 

2,300 

45 75 

ＦＣＶ県内普及台数（年間普及台数）

ロードマップ策定時の見込 現状

「神奈川の水素社会実現ロードマップ」の進捗状況の把握方法について 

 

１ 普及の数値目標を掲げた事項の現状について 

□ 燃料電池自動車（ＦＣＶ）及び水素ステーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 □ 家庭用燃料電池（エネファーム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 数値目標以外の取組状況の現状について 

 今回、事前照会により各団体の取組状況を、次ページのとおり把握。 
 今後も会議開催に合わせ照会を実施し、時点ごとに状況把握させていただきたい。 

資料２ 



≪「神奈川の水素社会実現ロードマップ」に関する取組状況≫ 【資料２ 】

大 中 小

(1) 9
民
間

販売価格の低
下に向けた技術
開発の推進

燃料電池自動車の販売価格の低下
に向けて、燃料電池システム等のコ
スト低減や性能向上などを図る技術
開発を推進する。

【本田技研工業】
米国GM社との合弁によるFCス
タックの生産を発表

(2)
行
政
燃料電池自動
車の導入促進

燃料電池自動車の初期需要を創出
するため、国の補助制度等と連携す
る形で、新たに購入費に対する補助
や自動車税の減免など、導入費用の
負担軽減を図る支援策を検討する。
［県・政令市］

・平成27年度から燃料電池自動
車導入費補助を開始（実績29
台）

・平成２７年度から燃料電池自動車
自動車等購入奨励制度を開始
　　平成２７年度：燃料電池自動
車・・・３台
　　　　　　　　　　　外部給電器・・・０台

・平成27年度から燃料電池自動車
導入費補助を開始（実績101台）

(3)
行
政
中小企業の技
術開発の促進

燃料電池システムや水素ステーショ
ン等のコスト低減などを図る技術開
発に、優れた技術力を有する中小企
業の参入を促進するため、独立行政
法人新エネルギー・産業技術総合開
発機構（ＮＥＤＯ）等と連携して支援を
実施する。［県］
また、技術開発・製品開発を行う中
小企業を支援するため、中小企業向
けの補助制度や制度融資を積極的
に広報し、活用の促進を図る。[県・
政令市]

・技術開発や製品開発を行う中小企
業を支援するため、川崎市中小企
業融資制度を定めており、積極的に
広報・活用促進

・「さがみはら産業創造センター」は
「かながわ環境関連産業ネットワー
ク」の事務局を努めていることから年
数回、「創・蓄・省」についてフォーラ
ムを開催し、水素・燃料電池産業に
参入挑戦する企業や燃料電池の開
発を行う企業を支援している。

・水素・燃料電池関連製品等開発セミ
ナーの開催(平成28年度３回）
・開発アドバイザーによる助言・支援の
実施
・国による水素関連分野におけるビジ
ネスマッチング会への、県内企業のエ
ントリー等のサポート実施（平成27年度
～）

(1)
民
間

基本性能の向
上に向けた技術
開発の推進

燃料電池自動車の導入を、バスやタ
クシー等の業務用車両に拡大するた
め、耐久性や燃費性能などの基本性
能の向上を図る技術開発を推進す
る。

【トヨタ自動車】
2017年より、燃料電池バスを販売
予定

(2)
行
政

バスやタクシー
等への導入促
進

燃料電池自動車を多くの方々が利用
するバスやタクシー等に導入するこ
とは、燃料電池自動車の普及啓発に
つながるだけでなく、都市環境の改
善にも有効である。
そこで、新たに2016年度に市販が予
定されている燃料電池バスの公営バ
スへの率先導入や、民営バスへの
導入支援策を検討する。併せて、タ
クシー等の導入支援策を検討する。
［県・政令市］

・市営バスへの燃料電池バス導
入を検討し、平成27年度より自
動車メーカーと情報交換を実
施。

・近年中に横浜市内で開催が予
定されている国際イベントでの
燃料電池の活用を検討。

≪九都県市首脳会議≫
平成２８年11月、国に対して、燃料電
池バスの普及促進に向けた支援を実
施するよう要望活動を実施した。

・平成29年度当初予算案において、
FCVの地域交通（ハイヤー等）への導
入補助を計上

(3)
行
政
中小企業の技
術開発の促進

再掲

1

10

2

民間企業

燃料電池
システム等
のコスト低
減

燃料電池
自動車の
基本性能
等の向上

①燃料電池自動車（その他輸送用車両も含む）の普及

項目番号
ページ 課題 主体 取組内容 神奈川県相模原市横浜市 川崎市
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≪「神奈川の水素社会実現ロードマップ」に関する取組状況≫ 【資料２ 】

大 中 小
民間企業

①燃料電池自動車（その他輸送用車両も含む）の普及

項目番号
ページ 課題 主体 取組内容 神奈川県相模原市横浜市 川崎市

(2)
行
政

安全対策等に
関する普及啓発
の推進

燃料電池自動車や水素ステーション
の安全対策等を幅広い世代にＰＲす
るため、広報媒体を活用して積極的
に周知するとともに、各種イベント等
を活用し、関係事業者と連携して試
乗会や展示等を実施する。［県・政令
市］

・普及啓発イベントへの参加（平
成28年度13回）

・イベント等における展示・同乗体験
の実施（平成27年度8回、平成28年
度30回）
・ＦＣＶの啓発パネル・リーフレットの
作成、イベント等での展示・配布

・試乗会・展示会の実施
（水素関連企業と連携して、水素ディ
スペンサー・外部給電器を展示）

・パネル等も作成し展示
≪九都県市首脳会議≫
子供向けリーフレットの作成

・試乗会・展示会の実施
（平成27年度38回実施1,702人試乗、
平成28年度34回実施2,067人試乗）

・ＦＣＶのチラシ・パネル作成

(3)
行
政
公用車への率
先導入

燃料電池自動車の環境性能や安全
対策等をＰＲするため、公用車への
率先導入を図り、普及啓発を行う。
［県・政令市］

･公用車７台導入
・公用車１台導入（２９年度に２台導
入予定）

・公用車２台導入（Ｈ２７：ミライ　Ｈ２８
クラリティ）

･公用車3台導入（ミライ２台、クラリティ
１台）

(4)
行
政

災害時の非常
用電源としての
活用促進

燃料電池自動車は、災害時における
避難所等への電力供給が期待され
ることから、公用車を防災訓練等で
活用し、その効果をＰＲするととも
に、新たにバスやタクシー等と合わ
せた非常用電源としての活用のあり
方を検討する。［県・政令市］

・被災地復興応援イベントに参
加し外部給電機能をPR

・防災イベントにおいて、ＦＣＶの展
示に加え、外部電源として活用する
ことで、外部給電機能をＰＲ

・ＦＣＶ試乗会・展示会の際に外部給
電器の展示・実演を実施

・防災訓練イベント等に参加し外部給
電機能をＰＲ

11

12

3

(1)

燃料電池
自動車の
認知度や
理解度の
向上

安全対策等に
関する広報活動
の展開

燃料電池自動車や水素ステーション
に対する不安を払拭するため、安全
対策等を分かりやすく周知する必要
があることから、積極的に広報活動
を展開する。
また、県内の大学を中心に、水素エ
ネルギーの普及啓発を図る取組が
進められており、こうした大学の教育
機能等を活かした普及啓発を、産学
公が連携して促進する。

民
間

【那須電機鉄工】
個別案件での対応ではあるが、自
社内にある「自然エネルギー発電
→水電解→水素貯蔵（合金）→FC
発電」の水素エネルギーシステム
試験設備の見学、宣伝（新聞）な
どで身近に水素エネルギーを感じ
てもらうことで普及啓発活動してい
る。

【本田技研工業】
・京都市との共同で、水素の普及
啓発のための体験型水素学習事
業を開始
・これにあわせ水素普及啓発動画
を公開
▼YouTube
https://www.youtube.com/watch
?v=SHD8Mdbl9wQ&feature=youtu
.be
▼Movie Channel
http://www.honda.co.jp/movie/20
1702/clarity01/index.html
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≪「神奈川の水素社会実現ロードマップ」に関する取組状況≫ 【資料２ 】

大 中 小
民間企業

①燃料電池自動車（その他輸送用車両も含む）の普及

項目番号
ページ 課題 主体 取組内容 神奈川県相模原市横浜市 川崎市

(5)
行
政

東京オリンピッ
ク・パラリンピッ
ク競技大会等で
の活用促進

 東京オリンピック・パラリンピック競
技大会の会場誘致や事前キャンプ
の誘致等の状況に合わせて、東京
都や九都県市首脳会議等とも連携し
ながら、選手や来場者、さらに観光
客等の輸送手段として、燃料電池自
動車を積極的に活用することを検討
する。［県・政令市］

・東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会における横浜市内で
の移動に燃料電池バスを活用
することを検討し、大会までの期
間に本市内で開催が計画され
ている他の国際イベントにおい
て試行を検討。

(1)
民
間

用途拡大に向
けた技術開発
の推進

燃料電池システムを、フォークリフト、
船舶、スクーター、鉄道車両など多
様な輸送用途に活用していくため、
それぞれの用途に合わせて耐久性
の向上等を図る技術開発を推進す
る。

【スズキ株式会社】
2016年2月に燃料電池二輪車に
関する法整備が整い道路運送車
両法が公布・施行されました。当
社は、2016年8月に型式認証を取
得し、2017年３月(調整中)から公
道走行を開始します。二輪では商
用水素ステーションを使用した初
めての公道走行となります。今
後、神奈川・東京等でも公道走行
ができる様に調整を進める予定で
す。

(2)

(3)
行
政
中小企業の技
術開発の促進

再掲

(1)
民
間

整備・運営コスト
の低減に向けた
技術開発の推
進

国の規制見直しを見据えながら、水
素ステーションの整備・運営コストの
低減を図る技術開発を推進する。

・民間事業者、政令市と連携し、平成27年度より京浜臨海部での低炭素水素利活用実証プロジェクトを推進
①

144

燃料電池システムを、フォークリフト、
スクーター、船舶、鉄道車両など多
様な輸送用途に活用していくため、
関係事業者と連携し、新たに地域に
おける導入実証事業などに対する支
援策を検討する。
特に実用化に向けて開発が進めら
れている燃料電池フォークリフトは、
従来のバッテリー式フォークリフトに
比べ、低温環境下での動作性が高
く、また、１回の水素充填で長時間の
稼働が可能であり、さらにバッテリー
の保管場所が不要になるなどのメ
リットがあることから、北米を中心に
導入が進んでいる。神奈川県内で
は、京浜臨海部等に冷凍冷蔵倉庫
等が集積しており、また、県央地域
等にもさがみ縦貫道路の整備
に伴い、大規模・高機能な物流拠点
等の建設・計画が急速に進んでいる
ことから、そうした倉庫等への導入を
図るモデル事業の実証を、関係事業
者と連携して検討する。［県・政令
市］

燃料電池
の導入分
野の拡大

用途拡大に向
けた実証事業
等の推進

行
政
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≪「神奈川の水素社会実現ロードマップ」に関する取組状況≫ 【資料２ 】

大 中 小
民間企業

①燃料電池自動車（その他輸送用車両も含む）の普及

項目番号
ページ 課題 主体 取組内容 神奈川県相模原市横浜市 川崎市

(2)
行
政

関係法令に基
づく許認可事務
の円滑な執行

関係事業者と連携して、国に水素ス
テーションに関する規制見直しの早
期実施等を要請するとともに、規制
見直しに基づき高圧ガス保安法、建
築基準法、消防法等の関係法令が
改正された場合は、それぞれの許認
可庁の事務が円滑に執行されるよう
情報共有に努める。［県・政令市］

・平成28年度に利用実態を踏まえた安
全基準等の見直しを国へ要望

(3)
行
政
水素ステーショ
ンの整備促進

燃料電池自動車の普及初期は、水
素ステーションの利用者数が少なく、
事業の採算性を確保することは困難
と見込まれるため、整備の進捗状況
を見極めながら、国の補助制度等と
連携する形で、新たに整備費や運営
費に対する補助等の支援策を検討
する。［県・政令市］

・平成27年度から水素ステー
ション導入費補助を開始（実績2
件）

－
・後期実施計画（Ｈ２９～Ｈ３１）に水
素供給設備整備補助事業を位置づ
けた。

・平成28年度から水素ステーション導
入費補助を開始（実績1件）

(4)
行
政

水素ステーショ
ンの整備に対す
る近隣住民等
の理解の向上

水素ステーションを整備するには、近
隣住民等の理解と協力が不可欠で
あるため、地元の自治会等の協力を
得て、安全対策等の広報に努めると
ともに関係事業者と連携し、既存の
水素ステーションを活用した普及啓
発等を実施する。［県・政令市］

(5)
行
政
中小企業の技
術開発の促進

再掲

(6)
民
間

効率的な水素
サプライチェー
ンの構築・運営

燃料電池自動車（その他輸送用車両
を含む）の水素需要が見込める地域
等に、需要に応じた水素ステーション
（パッケージ型や移動式を含む）を整
備するなど、効率的な水素サプライ
チェーンの構築・運営を図る。

(7)
行
政

移動式水素ス
テーションの活
用促進

神奈川県内に設置される水素集中
製造設備等から、移動式水素ステー
ションを活用して水素を供給するシス
テムを構築するため、駐車場所の確
保等に努めるとともに、活用を促進
するための広報を行う。［県・政令
市］

・横浜市が用地を確保し、平成
27年度に２か所の移動式水素
ステーションを設置。
　　横浜大さんばし水素ステー
ション（H27.11）
　　横浜IKEA港北水素ステー
ション（H28.3）

・移動式水素ステーションの運
営費補助制度を創設

・平成27年11月から川崎マリエン水
素ステーションの運営場所として、
川崎市港湾振興会館駐車場を活
用。

・文化情報誌「マイウェイ」（はまぎん産
業文化振興財団）等での広報

≪九都県市首脳会議≫
・九都県市で連携し、平成27年度に水素ステーションに係る規制緩和の推
進などを国へ要望

≪九都県市首脳会議≫
平成27年度に「親子で学ぶ！「水素エネルギー」バスツアー」を実施

16

5

17

水素
ス
テー
ショ
ンの
整
備・
運営
コス
トの
低減

水素
ス
テー
ショ
ンの
低稼
働率
期間
への
対応

従来
のガ
ソリ
ン車
やハ
イブ
リッド
車と
遜色
のな
い燃
料代
とな
る水
素価
格の
設定
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≪「神奈川の水素社会実現ロードマップ」に関する取組状況≫ 【資料２ 】

大 中 小
民間企業

①燃料電池自動車（その他輸送用車両も含む）の普及

項目番号
ページ 課題 主体 取組内容 神奈川県相模原市横浜市 川崎市

(8)
行
政

簡易型の水素
ステーションの
活用促進

大型の水素ステーションと比べて、
水素供給能力は低いが、低価格で
設置できるコンパクトな簡易型の水
素ステーションについても、新たに活
用を促進するための広報を行う。
[県・政令市]

・簡易型の水素ステーション整
備費の補助制度を設立

・平成29年度中のスマート水素ステー
ション（SHS）の設置、活用に向けて調
整中

(9)
民
間

水素の国内流
通システムを確
立する技術開発
の推進

水素の安価で効率的な国内流通シ
ステムを確立するため、液化水素や
有機ハイドライド等の実用化を図る
技術開発を推進する。

(10)
行
政
中小企業の技
術開発の促進

再掲

(1)
民
間

水素ステーショ
ンの効率的な整
備促進

インフラ事業者と自動車メーカー等
が協力して水素ステーションの整備
を進めるなど、効率的な整備推進を
図るとともに、設置場所等について
積極的に周知する。

(3)
行
政

防災拠点やエネ
ルギー供給拠
点としての活用
等

今後の水素エネルギーの普及に伴
い、固定式水素ステーションを、新た
に災害時のエネルギーを確保する防
災拠点に位置付けることや、地域の
エネルギー供給拠点として活用する
ことなどが想定されるため、関係事
業者と連携してそのあり方を検討す
る。［県・政令市］

・実施なし

水素ステーショ
ンの計画的な整
備促進

水素ステーションは、燃料電池自動
車の普及見込みや地域バランスなど
を考慮して、計画的に整備を促進す
る必要があるため、インフラ事業者
や自動車メーカー等と情報交換を行
うとともに、利用可能な土地情報の
提供等に努める。
また、広域的な視点から整備を促進
していくことも重要であるため、新た
に圏央道をはじめとする広域交通
ネットワークの形成に合わせた整備
促進のあり方などについて、九都県
市首脳会議等と連携して検討する。
[県・政令市］

・本市市有の未利用地におい
て、周辺状況などをふまえ、水
素ステーション用地としての活
用を随時検討

・民間事業者等と連携し、平成27年
11月から川崎マリエン水素ステー
ションの運営を開始

・本市では、大手エネルギー事業者、
地元のエネルギー事業者と密に連携
し、情報共有を図ることで、固定式水
素ステーションの設置に向けた土地
情報の提供を実施。

行
政(2)

6

18

水素
の安
価で
効率
的な
国内
流通
シス
テム
の確
立

19

水素ス
テーション
の戦略的
な整備
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≪「神奈川の水素社会実現ロードマップ」に関する取組状況≫ 【資料２ 】

大 中 小

(1)
民
間

コスト低減に向
けた技術開発
の推進

　家庭用燃料電池の購入、設置工事
及びメンテナンスに要するコストの低
減を図る技術開発を推進する。

(2)
行
政
中小企業の技
術開発の促進

燃料電池システムのコスト低減等を
図る技術開発に、優れた技術力を有
する中小企業の参入を促進するた
め、独立行政法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）等と
連携して支援を実施する。［県・政令
市］
また、技術開発・製品開発を行う中小
企業を支援するため、中小企業向け
の補助制度や制度融資を積極的に
広報し、活用の促進を図る。[県・政令
市]

・技術開発や製品開発を行う中小企
業を支援するため、川崎市中小企業
融資制度を定めており、積極的に広
報・活用促進

・国による水素関連分野におけるビジ
ネスマッチング会への、県内企業のエ
ントリー等のサポート実施（平成27年
度～）

(1)
民
間

家庭用燃料電
池の普及啓発・
導入推進

家庭用燃料電池のユーザーの拡大を
図るため、ガス事業者、ディベロッ
パー、ハウスメーカー及び地域の工
務店等が、連携して普及啓発や導入
推進に取り組む。

(2)
行
政

家庭用燃料電
池の普及啓発
の推進

家庭用燃料電池のユーザーの拡大を
図るため、関係事業者と連携しなが
ら、省エネルギー効果や二酸化炭素
排出量の削減効果、災害時等におけ
る非常用電源としての活用などにつ
いて、積極的に普及啓発する。［県・
政令市］

・平成24年度から家庭用燃料電池設
置費補助を開始（実績1,630件）

・パンフレットやホームページなどを活
用し、機器の有効性等について情報
提供

・平成２６年度から「家庭用燃料電池」
の設備導入奨励金制度実施
（Ｈ２６：１４１台　　Ｈ２７：２６０台）

(3)
行
政
集合住宅等へ
の普及促進

集合住宅等への普及拡大に向けた
課題や、効果的な推進策のあり方に
ついて、新たにガス事業者、ディベ
ロッパー、マンション管理会社等を交
えて検討を進める。[県・政令市]

・平成28年度から集合住宅も含めて
家庭用燃料電池設置費補助を開始
（実績0件）

・エネルギー管理装置と併せて導入す
る家庭用燃料電池に対して補助金を
交付（平成25年度～）

(1)
民
間

コスト低減等に
向けた技術開
発の推進

業務・産業用燃料電池の普及に向
け、コストの低減や耐久性の向上等
を図る技術開発や技術実証を推進す
る。

(2)
行
政

業務・産業用燃
料電池の普及
啓発の推進

業務・産業用燃料電池の普及を促進
するため、関係事業者と連携しなが
ら、省エネルギー効果や二酸化炭素
排出量の削減効果、災害時等におけ
る非常用電源としての活用などにつ
いて、積極的に普及啓発する。［県・
政令市］

・ＳＯＦＣ型燃料電池の市場導入にあ
わせ、平成28年度から業務・産業用
燃料電池の設置補助を開始（実績０
件）導入を検討している事業者と情報
交換も実施。

・「再生可能エネルギーと水素を用い
た自立型水素エネルギー供給システ
ム」を活用した普及啓発活動の推進

②

1 23

家庭用燃
料電池の
経済性の
向上

2 25

家庭用燃
料電池の
対象ユー
ザーの拡
大

3 26

業務・産業
用燃料電
池の経済
性や耐久
性等の向
上

②定置用燃料電池の普及

項目番号
ページ 課題 主体 取組内容 民間企業 横浜市 川崎市 相模原市 神奈川県
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≪「神奈川の水素社会実現ロードマップ」に関する取組状況≫ 【資料２ 】

大 中 小

②定置用燃料電池の普及

項目番号
ページ 課題 主体 取組内容 民間企業 横浜市 川崎市 相模原市 神奈川県

(3)
行
政
公共施設への
率先導入

業務・産業用燃料電池を新たに県庁
舎や市庁舎に率先導入し、省エネ対
策や、防災機能の強化を図るととも
に、その効果について、積極的に普
及啓発を行う。［県・政令市］

・2030年度に供用開始予定で建設中
の市庁舎に、業務・産業用燃料電池
を導入する予定。

・平成27年4月、川崎マリエンへの「再
生可能エネルギーと水素を用いた自
立型水素エネルギー供給システム」の
導入

(1)
民
間

コスト低減等に
向けた技術開
発の推進

純水素型定置用燃料電池の普及に
向け、コストの低減や高い水素利用
等を図る技術開発や技術実証を推進
する。

(2)
行
政

水素ステーショ
ンから地域へ水
素を供給する仕
組みの構築

分散型電源として期待される定置用
燃料電池の活用促進に向け、新たに
水素ステーションに貯蔵した水素を近
隣の家庭や事業所に導入された燃料
電池に供給し、そこで生み出した電
気や熱を地域で効果的に融通する仕
組みを構築するため、関係事業者と
連携してその方策等の検討を進め
る。［県・政令市］

4 27

純水素方
定置用燃
料電池の
利活用に
関する継
続的な取
組
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≪「神奈川の水素社会実現ロードマップ」に関する取組状況≫ 【資料２ 】

ページ 取り組み内容 民間企業 横浜市 川崎市 相模原市 神奈川県

③ － － 28

○　安定的かつ大規模な水素需要を
生み出すことが期待される水素発電
（専焼及び混焼）
○　水素発電等に対応するための大
規模な水素サプライチェーンの構築
○　トータルでＣＯ２フリーな水素供給
体制の構築
・　水素製造と組み合わせたＣＣＳ（二
酸化炭素回収・貯留技術）
　・　再生可能エネルギーで得た電力
による水の電気分解
　・　光触媒等による水の分解による
水素製造技術　など

・環境省委託事業で、ＣＯ２フリーな水
素供給体制の構築に関する実証事業
に、神奈川県・川崎市ほか関係事業者
とともに参画

・有機ケミカルハイドライド法による未
利用エネルギー由来水素サプライ
チェーン実施の実施（平成27～32年
度）

・再生可能エネルギーと水素を用いた
自立型水素エネルギー供給システム
共同実証事業の実施（平成27～32年
度）

・水素・燃料電池関連製品等開発セミ
ナー（再掲）において左記をテーマとし
て取上げ、県内企業等へ、市場や研究
開発動向等に関する情報提供を実施

次の水素エネルギーの利活用
技術についても、今後、中長期
的な視点から開発や普及を進め
ていく必要があり、そうした取組
に地域としていかに関与していく
べきか、幅広い関係者を巻き込
んだ議論を引き続き重ねていく
必要がある。

③中長期的視点での取組への関与の検討

項目番号 方向性
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６ かながわ次世代自動車普及推進協議会の運営等 

(1) 設置の趣旨 

低炭素・省エネ型社会の実現に向けたグローバルな関心の高まりから、次世代自動車

の早期普及が求められており、国際的な競争も激化している。 

自動車産業及び関連産業は、これまで高い技術力を背景に、地域の経済や雇用を牽引 

する産業としての役割を果たしており、今後ともその役割を果たし続けるために、次世

代自動車の市場を急速に拡大していく必要がある。 

そこで、技術開発、インフラ整備、普及の加速化等の課題について、産業界と行政が

認識を共有し、連携した取組を効果的に推進していくために、かながわ次世代自動車普

及推進協議会を設置する。 

 

(2) 設置日 

 2013(平成25)年8月30日 

 

(3) 協議会の組織及び運営 

協議会の下に、ＦＣＶ部会及びＥＶ部会を設け、それぞれ協議を行うほか、ＦＣＶ部

会には、実務者レベルで実施するワーキング（協議会メンバーに限定せずに議論を行

う）を設置する。 

なお、協議会の運営については、神奈川県産業労働局スマートエネルギー課が事務局

として処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 本ロードマップの改定 

本ロードマップは、かながわ次世代自動車推進協議会において、取組の状況等を協議

し、概ね５年ごとに改定する。 

ただし、国のエネルギー政策の見直しや社会経済情勢の変化等を考慮して見直す必要

があると認められる場合は、協議の上、適宜必要な改定を行うこととする。 

 

資料２ 別添 
「神奈川の水素社会実現ロードマップ」抜粋（29Ｐ） 

ロードマップ改定に関する記述 



次世代自動車の普及啓発活動について（報告事項） 

 

次世代自動車（電気自動車・燃料電池自動車）の環境性能や安全性等について、幅

広い世代にＰＲするため、行政と関係事業者との連携のもと、各種イベント等を活用

し、試乗会や展示等を実施している。 

 そこで、行政機関・各協議会員の有する活用可能な資源（車両・関連製品等）につ

いて情報共有を行い、より効果的な普及啓発活動を推進する。 

 

１、 普及啓発実績（平成28年度） 

（１） 県の普及啓発イベント実績 

   参加イベント数 35回  試乗人数 2,067人 

 

（２） 県・政令市の参加イベント（主なもの） 

 

月 イベント名 場所 主催 内容

4月 相模原市さくら祭り 市役所さくら通り　ほか 相模原市 ＦＣＶ展示

第4回ＥＶＯＣカンファ
レンス

レイクアリーナ箱根 ＥＶオーナーズクラブ ＥＶ・ＦＣＶ展示

ルボランカーズミート 横浜赤レンガ倉庫 学研プラス ＦＣＶ展示

第３回リサイクルプラザ
藤沢フェア

リサイクルプラザ藤沢 藤沢市 ＦＣＶ試乗

高津区民祭 高津区内 川崎市（高津区） ＦＣＶ展示

西武東戸塚エコフェア 西武東戸塚店 県（環境計画課） ＦＣＶ展示

サイエンスサマー 産業技術センター 県（産業技術センター） ＦＣＶ試乗

ビッグレスキューかなが
わ

陸上自衛隊武山駐屯地 県（災害対策課）
ＦＣＶ展示
外部給電

かながわ防災フェア 総合防災センター 県（総合防災センター）
ＦＣＶ展示

外部給電

究極のエコカーが勢ぞろ
い！試乗イベント(中止)

横浜赤レンガ倉庫 県（エネルギー課） ＥＶ・ＦＣＶ試乗

かなテクカレッジ西部地
域技能展

西部総合職業技術校
県（西部総合職業技術校）

秦野たばこ祭りに合わせて開催
ＦＣＶ試乗

ヨットフェスティバス
ENJOY海KANAGAWA

逗子マリーナ ENJOY海KANAGAWA実行委員会 ＥＶ・ＦＣＶ試乗

潤水都市さがみはらフェ
スタ

淵野辺公園 相模原市 ＦＣＶ試乗

おだわらスマートシティ
フェア

西武小田原店 おだわらスマートシティプロジェクト ＥＶ・ＦＣＶ展示

第13回家族で学ぶあやせ
環境展

綾瀬市リサイクルプラザ 綾瀬市 ＦＣＶ展示

エコカー＆エコドライブ
フェスタ in えびな

海老名中央公園 海老名市 ＥＶ・ＦＣＶ展示

かわさき交通環境教室 川崎市内小学校 川崎市 ＥＶ・ＦＣＶ試乗

ＦＣＶ外部給電デモ（献
血バス）

桜木町駅前 日本赤十字血液センター
ＦＣＶ展示
外部給電

2月
ＦＣＶ外部給電デモ（ラ
イトアップ）

フラワーセンター大船植
物園

県立フラワーセンター大船植物園
ＦＣＶ展示

外部給電

1月

5月

7月

8月

9月

10月

11月

資料３ 



(究極のエコカーが勢ぞろい！試乗イベント) (おだわらスマートシティフェア) (ＦＣＶ外部給電デモ（献血バス）) 

 

２、 次世代自動車の普及啓発活動についてのアンケート結果（10会員より回答） 

（１）各協議会員の有する活用可能な資源（イベントに出展・活用できるもの） 

・ＦＣＶ（ミライ、クラリティフューエルセル） 

【神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、本田技研工業、大陽日酸】 

・ＥＶ（リーフ、アイミーブ）の実車 

【横浜市、川崎市、相模原市、日産自動車、三菱自動車工業】 

・ＦＣＶ（クラリティフューエルセル）カットモデル 【本田技研工業】 

・ＦＣＶ体験キット（ＦＣＶのしくみがわかる模型キット） 【横浜市】 

・ＦＣＶ／ＥＶのＰＲパネル  【神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市】 

・リーフレット（一般向け、子ども向け） 【神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市】 

・外部給電器 （Ｖ２Ｈ、Ｖ２Ｌ）【神奈川県、日産自動車、本田技研工業】 

・ポータブル蓄電池 【日産自動車】 

・水素の映像コンテンツ 【トヨタ自動車、本田技研工業】 

・水素貯蔵合金タンク（展示用） 【那須電機鉄工】 

 

（２） 普及啓発のアイディア 

≪対象について≫ 

・小学生、中学生に特化したイベント、小・中学校での授業が効果的。 

・公開講座などを開催する。 

・公的機関（学校等）でのさらなる利用、教育が必要。 

≪イベント内容について≫ 

・実車の静的展示だけでなく、同乗試乗などの動的展示や体験キット等を使用した体

験型のイベントを実施することで、より次世代自動車の理解が深まると考える。 

・車両カタログによる説明、実車展示・試乗を通じて次世代自動車の特徴に理解を深

めてもらうべき。 

・災害時の電源確保など、“停まっている時の価値”を提案し訴求を図る。 

≪普及啓発活動のありかたについて≫ 

・アトラクション的なイベントは非日常の一時的な体験に終わる可能性が高く、より

日常的な体験にリンクする催しや日常に絡めた情報提供がよいのではと思う。 

・ＥＶに関しては、本格的な普及段階に来ているので、よりターゲットを絞った試乗

機会の提供やワークプレイスチャージングの推進、集合住宅への充電器設置促進等

につながる制度の整備等、より購入につながるような実質的な施策を検討する必要

があるのでは。 

 



 

「神奈川県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン」の見直しについて 

 

１ 県内の電気自動車普及台数等  

 (1) 県内のＥＶの普及状況 （2016(Ｈ28)年 12月末現在。神奈川県調べ）   

 

 (2) 充電器の設置状況 （2016(Ｈ28)年７月現在。神奈川県調べ） 

   急速充電器：390箇所・410基、普通充電器：529箇所・1,071基 

 

《 現状と課題 》 

 ○ 神奈川県内のＥＶ登録台数（累計）は、全国トップ（神奈川県調べ） 

○ 神奈川県内の「急速充電器」設置箇所数は、全国トップ（チャデモ協議会データ） 

○ 「かながわスマートエネルギー計画」のＥＶ普及目標⇒18,900台(H29年度

(2017年度)) の達成に向け、増加ペースをさらに加速させるため、車両自体の

自立的な普及や、充電インフラの一層の充実を図る必要がある。 

 

２  国の「ＥＶ・ＰＨＶロードマップ」検討会報告書 （経済産業省：H28.3月公表） 

 ○ 2020年のＥＶ･ＰＨＶの普及台数を最大で 100万台と新たに目標設定（H28年

2月末のＥＶ･ＰＨＶの累計販売台数は約14万台） 

 ○ 公共用充電器のうち、電欠回避を目的とする経路充電は、空白地域を埋める

とともに計画的に配置する「最適配置」の考え方を徹底する。また、目的地充

電は、大規模で集客数の多い目的地から重点的に設置を促進すべき 

 ○ このため、充電器の現状を踏まえて、都道府県ビジョンを見直すことが適当 

 

３ 都道府県インフラ整備ビジョンの見直し 

《都道府県ビジョンの見直し方針の概要》 （経済産業省自動車課資料より） 

  (1) 2020年までの充電器設置計画を策定する。 

 (2) 充電器の役割と考え方(※)をもとに、経路充電と目的地充電別に設置目標

を設定する。 

 (3) 経路充電は、既存充電器設置情報をもとに充電器の空白地域を特定する。 

 (4) 目的地充電は、集客施設を中心に2020年までの設置目標を策定する。 
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※【参考】充電器の役割と考え方 

役割 定義 利用シーン 考え方 主な設置場所 

公共用 

充電器 

あらゆる車両が利

用可能な充電器 

経路充電 

・長距離を移動する場合の電欠回避を目

的とする充電等。  

・短時間の充電が可能な急速充電器が利

用されることが多い。  

・高速道路SA・PA  

・道の駅  

・コンビニエンスス

トア  

・自動車販売店 等 

目的地充電 

・移動先での滞在中の駐車時間に行う充

電等。  

・ある程度まとまった時間の駐車が想定

されるため、コストが抑えられる普通充

電器が利用されることが多い。  

・宿泊施設  

・大規模商業施設 

等  

非公共用 

充電器 

限られた車両のみ

利用可能な充電器 
基礎充電 

・ＥＶ・ＰＨＶの所有者の自宅や事業

所、勤務先の駐車場など、車両の保管場

所で行う充電のこと。  

・普通充電器(主に２００Ｖコンセント)

が利用されることが多い。  

・戸建て住宅  

・共同住宅  

・職場 等  

（注）個々の充電器の設置場所の状況によって、経路充電に普通充電器を、あるいは逆に目的地充電に急速充電

器を活用する場合もあり得る。また、経路充電と目的地充電を兼ねる充電器もある。 

 

４ 神奈川県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン（案） 

県内充電インフラ設置事業者が、国の「充電インフラ整備促進事業」の補助の

優遇（見込み）を受けることができるよう、国の見直し方針の考え方に基づき、

「神奈川県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン」の見直しを行い、県内の充

電インフラの一層の充実を図る。 

 

（１）経路充電 

区分 考え方 本県の設定数 

空白地域 主要道路30km毎に、最低１基 を必須 0箇所・０基 

充電渋滞 
既設充電器の充電渋滞が見込まれる場合は、主要道

路30km毎に２基目設置を可 
９箇所・９基 

道の駅 
重要な防災拠点となり得るため、上記の考え方によ

らずビジョン設定可 
２箇所・２基 

※主要道路とは、国道・県道を指し、必要に応じて地域交通における重要な道路も含む  

※充電渋滞とは、月200回以上利用されている状況を目安とする  

※今回の見直しでは、高速道路ＳＡ・ＰＡは考慮しない  

 

（２）目的地充電 

商業施設等、大規模な主客が見込める施設の駐車場可能台数の 1.5％及び稼働率

30％を目安に設定。 

  



目的地充電の基数目安 

～333台 １基 ～1444台 ６基 

～555台 ２基 ～1666台 ７基 

～777台 ３基 ～1888台 ８基 

～999台 ４基 ～2111台 ９基 

～1222台 ５基 ～2333台 １０基 

 

対象施設の要件目安に合致しない場合であっても、自治体としてＥＶ・ＰＨＶの

相当な普及に資すると 判断する場合には、選定可。 

区分 対象施設事例 店舗・施設数 設置目標目安 

商業施設 ショッピングセンター・百貨店・GS・コンビニ 5,355 1,581 

宿泊施設 ホテル・旅館 432 175 

観光施設 自然施設・歴史博物館・温泉施設 20 20 

遊戯施設 遊園地・動物園・水族館・レクリエーション施設 254 25 

公共施設 自治体所有施設・公園・市区町村町役場・病院 3,663 117 

合計 
 

9,724 1,918 

※国の設置目標目安 20,000基に基づき算出した施設数に、病院・市町村町役場（公共施設内数）、

GS・コンビニ（商業施設）を加えた施設数から算出 

※2020年の設置目標数には既設充電器を含む。 

 

新インフラ整備ビジョン（案） 

＜経路充電＞  

 ・空白地域：無し  

  ・充電渋滞：９箇所・９基  

  ・道の駅：２箇所・２基  

＜目的地充電＞  

  ・新規目的地充電：554箇所・847基 

   （内訳、急速充電器 259基、普通充電器 588基） 

 

 

５ 国の「充電インフラ整備促進事業」の補助 

・平成29年度の充電インフラ補助金は18億円で予算要求中。 

・補助開始時期、自治体ビジョンの公表時期等、スケジュール未定。 

・補助内容は、マンション、事業所、道の駅、高速道路ＳＡ・ＰＡ等に設置する

充電設備（ビジョンの対象外も補助の対象には含まれる）及び既設の充電設備

に『課金装置』を後付けする場合でも支援対象（予定）。 

・３月17日（金）に補助事業者（執行団体）の公募締め切り済み。 

2020年目標値 ＥＶ・ＰＨＶ保有

シェア 1.5％（6000万台に対して

ＥＶ・ＰＨＶ100万台）を目標とし

ているため。 

＜参考＞ 2020年の設置目標数 

経路充電 ：401箇所・421基 

（既設410基＋新ビジョン数11基） 

目的地充電：1,083箇所・1,918基 

計：1,484箇所・2,339基 





海外の副生水素、褐炭等の未利用エネルギー
から水素を製造し、有機ハイドライドや液化水
素の形態で水素を輸送するとともに、水素発電
に係る実証を実施。 
余剰再生可能エネルギーに係る系統対策や変
動吸収のためのP2G実証等を実施（福島にお
ける再生可能エネルギーを活用した大規模水
素製造実証事業にかかる予算を含む）。 

水素ステーションの整備を支援
するとともに、新規需要創出等
に係る活動費用 
の一部を補助。 

現在から重点的に実施 2020年代後半に実現 2040年頃に実現 

定置用燃料電池の普及拡大 燃料電池自動車の普及拡大 

燃料電池の利用拡大に向けたエネ
ファーム等導入支援事業費補助金 
９３．６億円（９５．０億円） 

エネファームの加速的な導入
を促進するため、価格低減
を促すスキームを導入し低コ
スト化を促進する。また、
2017年に市場投入される
業務・産業用燃料電池の
導入費用の一部を補助。 

燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ス
テーション整備事業費補助金 
４５．０億円（６２．０億円） 

クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金 
１２３億円の内数（１３７億円の内数） 

次世代燃料電池の実用化に向けた低コス
ト化・耐久性向上等のための研究開発事
業 ３１．０億円（３７．０億円） 

超高圧水素技術等の社会実装に向けた低
コスト化・安全性向上等のための研究開発
事業 ４１．０億円（４１．５億円） 

燃料電池の高性能化、低コ
スト化に向け、触媒・電解質
などに関する基盤技術開発
や実用化技術開発等を実施。 業務用 

燃料電池 

燃料電池等の研究開発 

水素ステーション等の低コスト化に向
けた技術開発、規制見直しのための
データ収集、安全・安心に資する技
術開発等を実施。 

未利用エネルギーを活用した水素サプライチェーン構築実証事
業 ４７．０億円（２８．０億円） 

水素エネルギー製造・貯蔵・利用等に関する先進的技術開発事業  
１０．０億円（１５．５億円） 

再生可能エネルギーから水素を低コストで効率

良く製造する次世代技術、水素をエネルギー輸

送媒体に効率的に転換・貯蔵する技術、水素

利用拡大を見通した水素専焼タービン用燃焼

器の開発等を実施。 

水素・燃料電池関連予算まとめ（平成2９年度予算案） 

水素供給チェーンの構築 

水素の製造・貯蔵・利用技術の開発 

液体水素タンク 

フェーズ１ 
水素利用の飛躍的拡大 

（燃料電池の社会への本格的実装） 

フェーズ２ 
海外の未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ由来 

水素供給ｼｽﾃﾑ確立 

フェーズ３ 
ＣＯ２ﾌﾘｰ水素 
供給ｼｽﾃﾑ確立 

1 



2 

特に検討を進めるべき項目 

今後に向けた取組（現状を踏まえて協議会として今後特に検討を進めるべき項目） 

主な内容 

 水素・燃料電池ロードマップの進捗状況を踏まえ、足元で重点的に検討すべき項目を設定し、水素社会実現
に向けた取組を更に加速する。 

エネファーム 

フェーズ
1 

フェーズ
2 

水素発電 

フェーズ
3 

CO2フリー水素 

機器価格の低減及びマーケットの更なる拡大 

現状においても購買需要を満足できていないFCVの販売拡
大とボリュームゾーン向けFCVの投入に向けた計画の検討 

水素STの自立化に向けた整備費・運営費低減のための規
制見直しの推進 

水素STの戦略的配置及び整備促進を目指した新たな枠
組みの構築 

2030年以降の水素発電の本格的導入に向けた戦略的シ
ナリオ 

その際必要となる商用水素サプライチェーン関連実証事業
の着実な推進 

CO2フリー水素の利活用を促進する制度等に関する検討 
Power-to-gasに関する実証事業の推進 

 FCVの飛躍的な生産の拡大、販売の促進及び
FCVのコストダウンに向けた非連続的な取組の検
討等 

 取り組むべき規制項目の抽出と、その見直しに必
要なアクションプランの策定等 

 基本的事項について2017年央までに関係者間
での合意の上、同年内に枠組みの構築を目指す 

FCV／水素ST 

 拡大を目指す市場の明確化や取り組むべき道
筋の精緻化等 

 今般のパリ協定の発効を踏まえ、長期的にはさら
なるCO2削減が求められることを見越し、水素発
電導入の目標等の検討に資する調査等 

 NEDOによる商用水素サプライチェーン事業の適
切なプロジェクト管理 

 CO2フリー水素の利活用拡大という観点から、
CO2フリー水素の定義に係る議論や活用のイン
センティブを与える制度設計等に関する議論 

 NEDOによるPower-to-gas実証事業の組成 

（第8回水素・燃料電池戦略協議会（2017年3月10日）資料抜粋） 



１　目　的

２　予算額　　７億８，４３７万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 29年度当初予算額

(1) 再生可能エネルギー等の導入加速化 3億7,202万円

①　自家消費型太陽光発電等導入費補助
　　固定価格買取制度を利用しない自家消費型の太陽光発電等の導入を促進するため、太陽
　光発電等を導入する経費に対して補助する。

2,500万円

②　地域主導再生可能エネルギー事業費補助
　　エネルギーの地産地消を進めるため、ＮＰＯ法人等が実施する、地域経済の活性化に資
  する再生可能エネルギー発電事業の初期投資費用に対して補助する。なお、補助金の交付
　を受けた事業者は、発電開始後、固定価格買取制度を利用して売電し、補助金額を20年か
　けて県に納付する。

2,500万円

③　太陽光発電普及促進事業費
　　太陽光発電設備の設置を促進するため、県民・事業者を対象としたセミナーの開催やイ
　ベント出展等により広報普及啓発を実施する。

567万円

④　県有施設への太陽光発電設備の設置
　　設置箇所　厚木警察署（厚木市水引）（50kW）
　　　　　　　総合リハビリテーションセンター（厚木市七沢）（20kW）

- 万円

⑤　早戸川水系水力発電推進事業
　　相模川水系早戸川取水えん堤等を利用した小水力発電設備の建設工事等を行う。

3億　634万円

⑥　新エネルギー教育支援事業費
　　各種エネルギーの有効活用などを学ぶことを通じて、地球規模で環境問題を考えるため
　の理科実験用具の整備、施設見学、専門家による指導等の経費に対して補助する。

1,000万円

2億4,107万円

⑦　蓄電池導入費補助
　　太陽光発電の更なる導入拡大に向けて、太陽光で発電した電力を効果的に利用する蓄電
　池の導入促進を図るため、住宅や事業所に新たに太陽光発電設備と併せて蓄電池を導入す
　る経費に対して補助する。

6,000万円

⑧　分散型エネルギーシステム導入費補助
　　ガスコージェネレーション等の導入を促進するため、生産した電力と熱を事業所間等で
　融通するなど、効率的な利用を図るモデル事業を公募し、ガスコージェネレーション等を
　導入する経費に対して補助する。

3,000万円

⑨　燃料電池自動車導入費補助
　　燃料電池自動車（ＦＣＶ）の初期需要の創出に向け、個人や事業者がＦＣＶを導入する
　経費に対して補助する。

1億　112万円

⑩　燃料電池自動車地域交通導入促進費補助
　　燃料電池自動車（ＦＣＶ）の地域交通（ハイヤー等）への導入を促進するため、事業者
　が導入する経費に対して補助するとともに、車両性能や運行データ等の分析を通じて、Ｆ
　ＣＶの地域交通における運用モデルを構築する。

378万円

⑪　水素ステーション整備費補助
　　燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及に不可欠な、水素ステーションの整備を促進するため、
　事業者が水素ステーションを整備する経費に対して補助する。

4,000万円

⑫　スマート水素ステーション導入事業費
　　水素エネルギーの普及に向けて、ＣＯ２フリー水素社会の具体的なイメージをＰＲする
　ため、再生可能エネルギーで製造した水素を利用する簡易型の水素ステーションの運用を
　行う。

29万円

かながわスマートエネルギー計画の推進

　　かながわスマートエネルギー計画を推進するため、太陽光をはじめとする再生可能エネルギー
  等の導入加速化、水素エネルギーの導入拡大及び省エネルギーの促進とスマートコミュニティの
  形成に取り組み、地域において自立的なエネルギーの需給調整を図る「分散型エネルギーシステ
　ム」の構築を目指す。

(2) 安定した分散型電源の導入拡大

 経 済 の エ ン ジ ン  

新 
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区分 主な事業名及び事業概要 29年度当初予算額

⑬　次世代自動車普及促進事業費
　　電気自動車（ＥＶ）及び燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及を図るため、関連する企業等
　が参加する協議会で普及に向けた検討を進めるとともに、ＥＶ及びＦＣＶを活用した普及
  啓発イベント等を、市町村、事業者等と協力して実施する。

588万円

1億5,969万円

⑭　ＺＥＨ導入費補助
　　省エネと創エネ等により年間の一次エネルギー消費量を正味でゼロにする、ネット・ゼ
　ロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の導入を促進するため、ＺＥＨを導入する経費に対し
　て補助する。

1億円

⑮　ＺＥＢ導入費補助
　　省エネと創エネ等により年間の一次エネルギー消費量を正味でゼロにする、ネット・ゼ
　ロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）の導入を促進するため、ＺＥＢの実現を目指すモデル事
　業を公募し、ＺＥＢを導入する経費に対して補助する。

2,200万円

⑯　中小規模事業者の省エネルギー対策の促進
　　県内の中小規模事業者及び中小テナントビルへの省エネルギー診断や、省エネルギー相
　談会を実施するほか、診断時に提案した対策の実行を支援するため、経営専門家等と連携
　してフォローアップのための相談体制を構築する。

2,150万円

⑰　温暖化対策計画書制度の運用
　　一定規模以上の事業活動・建築物・開発事業について、温暖化対策計画書の提出を求め
　るなど、温室効果ガス削減対策を促進する。

600万円

⑱　家庭の省エネルギー対策の促進
　　ライフスタイルの転換を促すため、「マイエコ10宣言」の普及を図るとともに、学校や
　地域での環境教育を推進する。また、家電販売店等と連携して県民の省エネ家電への買替
　等を促進するとともに、既存住宅の省エネリフォーム等の促進に向けた事業を実施する。

1,018万円

1,000万円

⑲　地域電力供給システム整備事業費補助
　　電力の地産地消を推進するため、小売電気事業者が、地域の住宅や事業所等に設置され
　た太陽光発電設備などから電気を調達して地域の事業所等に供給するモデル事業を公募し、
　地域電力供給システムを整備する経費に対して補助する。

1,000万円

159万円

⑳　スマートエネルギー関連製品等開発促進事業費
　　エネルギー産業への参入促進を図るため、中小企業が行う、ホーム・エネルギー・マネ
　ジメント・システム（ＨＥＭＳ）や、水素・燃料電池関連の技術開発・製品開発を支援す
　る。

159万円

7億8,437万円

　【⑯～⑱】　　　　　　　　環境農政局環境部環境計画課　　　課長　平田　　電話 045-210-4050 

(3) 情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した省エネ・節電の取組み促進

　【⑥】　　　　　　　　　　教育局指導部高校教育課　　　　　課長　岡野　  電話 045-210-8240

合 計

　【⑤】　　　　　　　　　　企業局利水電気部発電課　　　　　課長　川上　　電話 045-210-7290

　問合せ先
　【①～④、⑦～⑮、⑲、⑳】産業労働局産業部エネルギー課　　課長　天野　　電話 045-210-4101

(4) 地域の特性を活かしたスマートコミュニティの形成

(5) エネルギー産業の育成と振興

燃料電池自動車（ＦＣＶ） 太陽光発電の設置例（ソーラーシェアリング） 
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29年度の主な次世代自動車及び水素関連予算について 

 

１ 低炭素型次世代交通の推進 11,530 千円 

・超小型モビリティによる実証実験 

 

２ 公共施設への急速充電設備の設置等 20,000 千円 

・急速充電器整備 2 か所 

・本市内における充電設備設置の実態等の調査 

 

３ 燃料電池自動車の購入補助 10,000 千円 

・市民等への導入促進補助 20 台 

 

４ 水素ステーションの整備促進（補助）81,200 千円 

・固定式  70,000 千円  

・移動式   1,200 千円 

・簡易式  10,000 千円 

 【市内箇所数 固定式 4か所、移動式 2か所(28 年度末)】 

 

５ 燃料電池システムの導入推進 12,000 千円 

・家庭用停電対応型燃料電池システム及び業務用燃料電池 

システムの導入補助 

 

６ EV・PHV の公用車リース費 2,400 千円 

・公用車への増嵩分 15 台分 

【庁内保有台数 33 台(28 年度末)】 

 

７ 燃料電池自動車の購入（公用車） 23,000 千円 

・公用車への導入 3 台  

【庁内保有台数 7 台(28 年度末)】 

 

８ 燃料電池の活用推進 4,800 千円 

・イベント等における電源として、移動式燃料電池を活用し、 

 水素エネルギー利活用の普及啓発を実施 

 

９ オリンピック・パラリンピックでの水素利活用検討 1,000 千円 

・「東京 2020 オリンピック・パラリンピック」や「ラグビー 

ワールドカップ 2019TM」での水素エネルギー活用方策の検討 

 

10「京浜臨海部での燃料電池フォークリフト導入と 

クリーン水素活用モデル構築実証事業（ 環境省委託事業） 

   ・ハマウィングにより製造した CO2 フリー水素を用いた燃料電池 

フォークリフト活用の本格実証 

平成 29 年 3 月 24 日 
横 浜 市 

超小型モビリティによる実証実験 

環境省委託事業におけるハマウィングパース図 

横浜綱島水素ステーション開所式(H29.3.15) 



川崎市予算資料
　（一部抜粋）











 

相模原市次世代クリーンエネルギー自動車関連主な事業【概要】 

 

 

次世代クリーンエネルギー自動車等導入経費【２，５３０千円】 

 公用車として導入しているＦＣＶのリース経費 

 【ＦＣＶ】 

   トヨタＭＩＲＡＩ（１台）：継続 

     平成２７年１０月導入 

   ホンダクラリティ（１台）：継続 

     平成２８年１１月導入 

 

 

次世代クリーンエネルギー自動車等購入奨励事業【６，５００千円】 

 次世代クリーンエネルギー自動車等の購入促進に要する経費 

 ○電気自動車等購入奨励金      

５０千円（３０件） 

 ○燃料電池自動車購入奨励金    

５００千円（１０台） 

 

 

 

 

水素供給設備整備事業 

 相模原市水素エネルギー普及促進ビジョンに基づき、市内に水素供給設備を効果的に設置

する事業に対する支援 

 ○「新・相模原市総合計画 後期実施計画」の中に位置づけた。 

期間：平成２９年度から平成３１年度（３ヶ年間） 
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移動式水素ステーション設置支援事業 

 平成２７年度に、移動式水素ステーションを市内２箇所に開設するための支援を実施。 

○平成２７年１１月１７日（火）キャンプ淵野辺留保地多目的広場 

○平成２８年 ２月 ５日（金）市立相模原麻溝公園第３駐車場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気自動車活用事例創発事業の活用 

 日産自動車㈱が電気自動車普及策の一環として、電気自動車「ｅ－ＮＶ２００」を自治体

に対して３年間の無償貸与する事業。 

 

○平成２８年３月から電気自動車「ｅ－ＮＶ２００」を３年間の無償貸与。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


